
（千円、％）
会計名 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

一 般 会 計 15,679,303 7,287,299 46.5 6,580,348 42.0 

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 5,433,322 2,166,798 39.9 2,052,406 37.8 
後 期 高齢者医療 686,973 249,330 36.3 144,717 21.1 
介 護 保 険 4,614,255 1,884,819 40.8 1,808,680 39.2 
介護サービス事業 25,243 9,110 36.1 10,868 43.1 
土地区画整理事業 220,519 20,937 9.5 45,684 20.7 

※予算現額は、繰越分を含む９月補正後の予算額です。

◎ガス事業
区 分 令和３年度８月末累計 令和２年度８月末累計
調 定 戸 数 60,654戸 59,845戸
販 売 量 2,492,333㎥ 2,695,912㎥
平 均 使 用 量 41.1㎥ 45.0㎥
平 均 売 上 額 3,816円 4,124円

科 目 予算現額（千円） 収入・支出済額（千円） 収入・執行率（％）
ガス事業収益 784,396 251,180 32.0 
ガス事業費用 759,798 177,671 23.4 

◎病院事業
区 分 令和３年度８月末累計 令和２年度８月末累計
入 院 患 者 数 10,734人 11,476人
１日平均患者数 70.2人 75.0人
外 来 患 者 数 27,791人 25,622人
１日平均患者数 272.5人 251.2人

科 目 予算現額（千円）収入・支出済額（千円）収入・執行率（％）
病院事業収益 2,701,000 1,145,780 42.4
病院事業費用 2,693,259 910,062 33.8

◎下水道事業　
区 分 令和３年度８月末累計 令和２年度８月末累計
調 定 件 数 33,733件 33,338件
汚 水 量 1,191,298m3 1,178,050m3

平 均 調 定 額 6,345円 6,343円

科 目 予算現額（千円）収入・支出済額（千円）収入・執行率（％）
下水道事業収益 1,754,353 585,698 33.4
下水道事業費用 1,754,353 144,187 8.2

区　　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
大 網白里 市比 率 - (-) - (-) 8.6% (8.2%) 79.0% (86.1%)
参

考

早期健全化基準 13.32% 18.32% 25.0% 350.0%
財政再生基準 20.00% 30.00% 35.0% -

・実質赤字額、連結実質赤字額は発生していないため、「-」と記載
・（　　）内は前年度数値

公営企業会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備考
ガ ス 事 業 会 計 - (-) 20.0% 剰 余 額 427,632千円
病 院 事 業 会 計 - (-) 20.0% 剰 余 額 319,136千円
下 水 道 事 業 会 計 - (-) 20.0% 剰 余 額 48,159千円
・資金不足額は発生していないため、「-」と記載
・（　　）内は前年度数値
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。
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＝
保
健
文
化
セ
ン
タ
ー
３

階
ホ
ー
ル

問
地
域
づ
く
り
課
市
民
協
働
推
進
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
４
２

　
人
権
擁
護
委
員
は
、法
務
大
臣

の
委
嘱
を
受
け
、
正
し
い
人
権
の

考
え
方
を
広
め
た
り
、
人
権
が
侵

害
さ
れ
た
場
合
に
は
、
相
談
相
手

に
な
っ
て
救
済
し
た
り
す
る
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
場
面
で
活
動
し
て
い

ま
す
。
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。
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３
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＝
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対
象
の
方
は
申
請
く
だ
さ
い
。

▼
対
象

・
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム（
最
大

出
力
１
ｋ
Ｗ
当
た
り
２
万
円
、
上

限
９
万
円
）

・
定
置
用
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
蓄
電

シ
ス
テ
ム（
上
限
10
万
円
）

・
家
庭
用
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム

（
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
）（
上
限
５
万
円
）

・
窓
の
断
熱
改
修（
上
限
８
万
円
）

▼
主
な
要
件
等

①
住
宅
用
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
等

を
設
置
し
た
住
宅
に
自
ら
居
住
し
、

本
市
の
住
民
基
本
台
帳
に
記
録
さ

れ
て
い
る
方
で
あ
る
こ
と

②
世
帯
全
員
が
市
税
を
滞
納
し
て

い
な
い
こ
と

③
設
置
工
事
の
着
手
日
が
、
令
和

３
年
４
月
１
日
以
降
で
あ
る
こ
と

※

そ
の
ほ
か
の
要
件
は
、
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

▼
申
請
方
法
＝
設
備
等
の
設
置
後
、

所
定
の
申
請
書
に
必
要
書
類
を
添

え
て
申
請（
郵
送
不
可
）

▼
申
込
締
切
＝
令
和
４
年
３
月
４

日
㈮（
市
役
所
閉
庁
日
を
除
く
）

※

予
算
額
に
達
し
次
第
締
め
切
り
。
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セ
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ト
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カ
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の
女

性
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ぐ
る
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女
性
に
対
す
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が
「
女
性
の
人
権
ホ
ッ
ト
ラ
イ

ン
」で
電
話
相
談
に
応
じ
ま
す
。
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８
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〜
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葉
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方
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局
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課
職
員

▼
相
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＝
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７
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０
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０
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１
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問
千
葉
県
人
権
擁
護
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連
合
会

事
務
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千
葉
地
方
法
務
局
内
）
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７
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〈事例〉
　大手通信会社のサポートセンターを名
乗る事業者から「電話を光回線からアナ
ログ回線に戻さないか」と電話があった。
今は誰もインターネットを使っていないの
で、ちょうどいいと思い契約した。しかし
その後、毎月サポート料金として約３千円
引き落とされていることが分かり、確認す
ると１年縛りでサポート契約しているとの
ことだった。解約を申し出ると、キャンセ
ル料が発生すると言われた。
〈ひとことアドバイス〉
・大手通信会社の名前を出していても、
実際は関係ない事業者が勧誘をしている
ケースがあります。勧誘を受けた事業者
名をしっかり確認しましょう。
・知らないうちに、回線の切り替えには

必要ないサービスの契約を結んでいる
ケースもあります。費用やサービス内容、
解約条件などをよく確認し、必要ないと
思ったらきっぱり断りましょう。
・光回線をアナログ回線に戻す場合に
は、現在の契約先や回線事業者に問い
合わせましょう。
〈参考資料：国民生活センター見守り新
鮮情報第３９８号より）
◇市消費生活センター
▶相談日時＝祝日を除く㈪・㈫・㈬・㈮
10時～12時、13時～16時
▶会場＝中央公民館１階相談室
▶相談電話＝☎０４７５（７０）０３４４
問地域づくり課市民協働推進班
　☎０４７５（７０）０３４２

こちらは消費生活センターです！こちらは消費生活センターです！
アナログ回線に戻すはずがサポート契約に

男女共同参画だより
　11月12日から25日は、「女性に対する暴力をなくす運動」の実施期間
です。
　暴力は、性別や加害者、被害者の間柄を問わず、決して許されるもの
ではありません。コロナ禍の生活不安やストレス、外出自粛による在宅
時間の増加等によって、女性に対する暴力の増加や深刻化が懸念され
ています。令和２年度に配偶者暴力相談センターおよびＤＶ相談プラス
に寄せられた相談件数は前年度比で約１．６倍に増加しています。
　また、ＤＶの被害に遭ったことを一人で抱え込み、相談できずにいる
人が多いことも分かっています。
　令和元年９月に実施した市民意識調査でも、「暴力を受けたことにつ
いて、誰かに打ち明けたり、相談したことがありますか」との質問に対し、
「どこ（だれ）にも相談しなかった」の割合が41．４％となり、大半の人
が相談せずに一人で抱え込んでいることが伺えます。
　もし、配偶者や恋人から暴力を受けた場合は、一人で悩まずに相談し
てみてください。
　この運動期間をきっかけに、女性に対する暴力の無い社会を作って
いきましょう。
※ＤＶ相談プラスとは内閣府が設置する相談窓口で、電話・ＳＮＳ・メー
ル等でも相談できます。

▶相談先
・女性サポートセンター　☎０４３（２０６）８００２
・ＳＮＳ相談「Ｃｕｒｅ　ｔｉｍｅ（キュアタイム）」
　　 https://curetime.jp/（内閣府）
・電話相談　「＃８８９１（はやくワンストップ）」
・ＤＶ相談プラス　☎０１２０（２７９）８８９（つなぐはやく）
　　 https://soudanplus.jp

山武郡市広域水道企業団からのお知らせ
◇令和２年度決算の状況
　８月23日に開催された企業団議会８月定例会において、令和２年度の決算が認定され
ました。令和２年度は、「中長期経営プラン２０１６」の基本理念である「次世代へつなぐ
強靭で安心な水道」を実現するため、計画に掲げる事業を着実に推進しながら、安全で
安心な水道水の安定供給に努めました。
　水道事業会計は、水道水を家庭まで届けるための経営活動に要する収入および支出
の「収益的収支」と水道施設を建設・改良するための施設整備に要する収入および支出
の「資本的収支」から成り立っています。令和２年度決算の「収益的収支」および「資本
的収支」は以下のとおりです。
　今後も社会経済情勢の変化による水需要の動向などを見据えながら、経営の健全化
を推進していくとともに、より質の高い給水サービスの実現を目指し、一層の経営努力を
重ねます。

◇水道料金の支払いは、便利で確実な口座振替で！
　口座振替は、支払いに出掛ける必要が無くなり、
口座から自動的に水道料金を支払うことができると
ても便利な制度です。
▶口座振替の手続き
　次の①～③を、口座のある金融機関へ持参ください。
①使用水量等のお知らせや納入通知書など、お客様番号が確認できるもの
②通帳
③届出印
※郵送による手続きを希望の際は、山武郡市広域水道企業団お客様センター（☎０
４７５（５０）４１３２）までご連絡ください。
▶取扱金融機関＝千葉銀行、千葉興業銀行、京葉銀行、三井住友銀行、三井住友信
託銀行、ゆうちょ銀行、銚子商工信用組合、千葉信用金庫、銚子信用金庫、中央労
働金庫、山武郡市農業協同組合、東日本信用漁業協同組合連合会

山武郡市
広域水道企業団
マスコットキャラクター
さんすいちゃん

収入
49億5,848万円

支出
44億6,315万円

収入
4億3,470万円

支出
20億1,263万円

水道料金76.5％
37億9,176万円

市町補助金6.0％
2億9,579万円

県補助金5.5％
2億7,509万円
長期前受金
戻入7.9％
3億9,447万円

その他4.1％
2億137万円

受水費58.8％
26億2,286万円 建設改良費95.9％

19億2,989万円

企業債償還金4.1％
8,274万円

企業債56.4％
2億4,500万円

国庫補助金35.4％
1億5,378万円

工事負担金8.2％
3,592万円 補てん財源※

15億7,793万円

減価償却費22.4％
9億9,884万円

人件費5.6％
2億5,112万円

委託料4.2％
1億8,747万円

その他9.0％
4億286万円

当年度純利益
4億9,533万円

収益的収支 資本的収支

※補てん財源とは、減価償却費などの現金支出を
伴わない内部に留保される資金です。

問山武郡市広域水道企業団　☎０４７５（５５）７８５１

どこ（誰）にも
相談しなかった
41.4%

家族に相談した
21.4%

友人・知人に相談した
22.8%

警察に連絡・相談した
2.1%

その他　4.8%
●暴力を受けたことを相談した場所

問地域づくり課市民協働推進班　☎０４７５（７０）０３４２

公的な相談窓口や
電話窓口に相談した　3.4%

民間の機関（弁護士、医師、
カウンセラー等）に相談した　4.1%

◆経常収支比率の推移（普通会計）◆
　経常収支比率とは、毎年固定的に支出される経費に充てられた一般財源の割合を示
す指標で、この比率が高いほど財政運営上の自由度が低くなると言われています。令和
２年度は地方交付税や地方消費税交付金の増加に伴い、経常収支比率が０．１ポイン
ト減少し、９９．６％となりました。

◆普通交付税等の推移◆ 
　令和２年度の普通交付税は、臨時財政対策債（制度上、普通交付税の一部を市債に
振り替えたもの）を加えた実質的な額で、約３５億８千５百万円となり、普通交付税は約
１億４千1百万円の増額、臨時財政対策債は約１千９百万円の減額となりました。

◆借入金残高の状況（全会計）◆
　令和２年度末の借入金残高は、全会計合計で約２３２億円となり、前年度と比べ、約
６億円の減額となりました。令和２年度は、臨時財政対策債や減収補てん債の発行によ
り、財源不足を補てんしたほか、小中学校の空調整備や旧第一保育所の解体等を実施
するため、借入を行いました。

◆基金現在高の状況（全会計）◆

◆令和３年度一般会計・特別会計上半期収支状況◆

◆令和２年度決算に基づく健全化判断比率◆

◆令和２年度決算に基づく資金不足比率◆

◆令和３年度公営企業の状況（８月３１日現在）◆

　令和２年度末の基金現在高は、約３４億３千万円です。令和元年度末と比較すると、
合計で約１億円の減額となりました。
※令和２年度末の減債基金残高は２５万３，３５８円ですが、表示単位に合わせた四捨
五入をしたことにより０百万円と表記しています。
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　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和２年度決算に基づく「健全化判断
比率」を算定したところ、いずれの指標においても早期健全化基準を下回る数値となりました。
 (1) 実質赤字比率…一般会計等の実質赤字の標準財政規模※ に対する比率
 (2) 連結実質赤字比率…全ての会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率
 (3) 実質公債費比率…公債費および公債費に準じた経費の標準財政規模に対する比率
 (4) 将来負担比率…一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
　　※標準財政規模…地方公共団体が通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を表すもの。
　また、公営企業会計における「資金不足比率」を算定したところ、資金不足の発生した公営企業
はありませんでした。

資金不足比率 ＝
資金の不足額
事業の規模

単位：％
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■普通交付税　■臨時財政対策債
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